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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

３ 第59期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 23,323 25,270 28,979 49,659 54,897

経常利益 (百万円) 2,150 3,470 4,210 5,700 8,078

中間(当期)純利益 (百万円) 1,128 2,085 2,376 3,042 4,746

純資産額 (百万円) 49,958 52,780 56,594 50,957 55,331

総資産額 (百万円) 56,183 60,256 66,232 58,639 65,570

１株当たり純資産額 (円) 1,141.64 1,225.03 1,313.64 1,182.76 1,282.88

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 25.81 48.42 55.16 68.84 108.76

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 25.79 48.41 ― 68.79 108.75

自己資本比率 (％) 88.9 87.6 85.4 86.9 84.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,729 2,911 2,206 4,887 7,032

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,107 △3,231 △1,251 △4,534 △4,960

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △386 △487 △862 △1,582 △1,051

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 5,128 4,855 6,775 5,662 6,682

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
1,654 
[157]

1,695
[173]

1,779
[177]

1,656 
[163]

1,722
[171]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 平成16年11月19日開催の取締役会決議により、旧商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づき、自己株式の取得(取得株

式数865,900株 株式取得価額総額881百万円)を実施するとともに、平成17年２月28日開催の取締役会決議により、旧商

法第212条の規定に基づき自己株式の消却(消却株式数1,000,000株 処分価額総額827百万円)を実施しています。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

４ 第59期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 23,253 25,214 28,863 49,457 54,662

経常利益 (百万円) 2,138 3,469 4,194 5,633 8,059

中間(当期)純利益 (百万円) 1,123 2,084 2,370 3,004 4,732

資本金 (百万円) 6,578 6,578 6,578 6,578 6,578

発行済株式総数 (千株) 45,789 44,789 44,789 44,789 44,789

純資産額 (百万円) 49,432 52,222 56,018 50,398 54,760

総資産額 (百万円) 55,641 59,683 65,647 58,092 64,969

１株当たり純資産額 (円) 1,129.64 1,212.07 1,300.26 1,169.80 1,269.64

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 25.70 48.40 55.03 67.99 108.46

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 25.67 48.39 ― 67.93 108.46

１株当たり配当額 (円) 10.00 13.00 17.00 22.00 33.00

自己資本比率 (％) 88.8 87.5 85.3 86.8 84.3

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
1,641 
[155]

1,684
[171]

1,766
[175]

1,645 
[161]

1,709
[170]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。なお、「配電盤関連事業」に関しては、平成18年４月１日をもって日東テクノサービス㈱(非連結子会

社)より製品・部品の加工請負と労働者派遣事業を会社分割し、日東スタッフ㈱(非連結子会社)を新設しています。ま

た平成18年８月28日をもって㈱新愛知電機製作所の株式を取得し、関連会社(持分法非適用)としています。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社を新たに提出会社の関係会社にしています。 

  

(注) １ 特定子会社には該当していません。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書は提出していません。 

３ 日東スタッフ㈱については、平成18年４月１日をもって日東テクノサービス㈱より会社分割により新設され、当社の

100％子会社となっています。 

４ ㈱新愛知電機製作所については、平成18年８月28日をもってJAIC事業再生１号投資事業有限責任組合より株式を取得し、

当社の関連会社にしています。 

  

名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

主な事業の内容 
議決権の 
所有割合 
(％) 

関係内容 

(非連結子会社) 
日東スタッフ 
株式会社 

愛知県愛知郡 
長久手町 

10 
業務請負、労働

者派遣等 
100.0 

当社製品・部品の加工請負と当社

への労働者派遣を行っています。 
役員の兼任等４名(うち当社従業員

１名、転籍１名) 
工場建物の一部を当社が賃貸して

います。 

(持分法非適用 
関連会社) 
株式会社 
新愛知電機 
製作所 

名古屋市 
東区 

847 

電気用諸機械器

具 の 設 計、製

造、販売、修理

等 

47.7 

主に受変電設備並びに盤用機器類

の製造販売を行っていますが、当

社との直接取引はありません。 
役員の兼任等２名 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社グループから当社グループ外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数(臨時社員及びパートタイ

マー)は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数(臨時社員及びパートタイマー)は[ ]内に当

中間会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、日東工業労働組合が組織されており、全日本電機電子情報関連産業労働組合連合会に属して

います。組合員数は1,110人でユニオンショップ制です。なお、労使関係については特に記載すべき事項はありませ

ん。 

  

  

部門別 従業員数(人)

配電盤関連事業 1,766[175] 

金型関連事業 13[ 2] 

合計 1,779[177] 

従業員数(人) 1,766[175] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の動向など不透明な要因があるものの、好調な企業業績を

背景とした設備投資が拡大を続け、回復基調で推移しました。 

当業界においては、製造業を中心とした旺盛な設備投資に加え、新設住宅着工戸数も堅調さを維持し、需要は順

調に推移しました。 

このような情勢下にあって、当社グループは、市場環境の変化に対応した新製品の開発を積極的に進め、各種セ

ールや展示会、内覧会などの販売促進活動を通じ、新規市場の開拓と既存市場の深耕拡大に努めました。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は289億７千９百万円(前年同期比14.7％増)、経常利益は42億１千万円

(同21.3％増)、中間純利益は23億７千６百万円(同13.9％増)となりました。 

  

事業の部門別業績は、次のとおりです。 

① 配電盤関連事業 

(イ)配電盤部門については、電設・電材市場が活況に推移し、キュービクル・分電盤の需要が増加しました。ま

た、情報・通信市場向け電源盤の市場拡大や、分岐ブレーカにプラグイン方式を採用した分電盤「ｉ シリー

ズ」の充実、キュービクルのトップランナートランス使用の法制化などにより、売上高は128億９千４百万円

(前年同期比26.9％増)となりました。 

(ロ)キャビネット部門については、旺盛な設備投資が継続するなか、フレーム式自立キャビネットや屋外用キャ

ビネットなどが伸張しました。また、高気密樹脂製プラボックス「ＰＬＡＢＯ」など、情報・通信市場向けに

拡販活動を進めた結果、売上高は117億５千２百万円(前年同期比4.5％増)となりました。 

(ハ)遮断器・開閉器部門については、機械設備用電源および分電盤の需要拡大により、売上高は19億７千１百万

円(前年同期比5.7％増)となりました。 

(ニ)パーツ・その他部門については、熱関連機器や商品オプションパーツのシリーズ強化と拡販活動に努めた結

果、売上高は22億４千６百万円(前年同期比15.5％増)となりました。 

この結果、当事業部門の売上高は、288億６千３百万円(前年同期比14.5％増)、営業利益は41億５千４百万円

(同21.2％増)となりました。 

  

② 金型関連事業 

当事業部門については、主に金型等の製造販売を行っており、グループ外への販路拡大、生産性向上等の諸施

策を推進してきました。 

この結果、売上高は２億７千７百万円(前年同期比12.6％増)(うち外部顧客に対する売上高は１億１千６百万円

(同109.3％増))となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、有形固定資産や関連

会社株式の取得、法人税等の支払等による資金の減少があったものの、税金等調整前中間純利益の増加(前年同期比

513百万円増)等により当中間連結会計期間末の資金残高は前連結会計年度末に比べ92百万円増加し、6,775百万円と

なりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは2,206百万円(前中間連結会計期間2,911百万

円)となりました。これは主に配電盤関連事業によるキャッシュ・フローであり、税金等調整前中間純利益4,146百

万円の計上に対し、賞与引当金の増加80百万円、仕入債務の増加77百万円等による資金の増加があった一方で、前

払年金費用の増加247百万円、売上債権の増加281百万円、たな卸資産の増加290百万円、法人税等の支払等による資

金の減少があったことにより前中間連結会計期間に対して705百万円の減少となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは△1,251百万円(前中間連結会計期間△3,231

百万円)となりました。これは主に３か月を超える定期預金の払戻による収入が1,410百万円、投資有価証券の売却

による収入が2,599百万円あったものの、掛川工場用地の取得や生産設備合理化等のための有形固定資産の取得によ

る支出3,993百万円、関連会社株式の取得による支出847百万円を行ったこと等によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは△862百万円(前中間連結会計期間△487百万

円)となりました。これは主に配当金の支払いによる支出等によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

最近２中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 
  

(注)  金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注状況 

「配電盤関連事業」は製品の性質上、原則として需要予測による見込生産方式をとっており、また「金型関連事

業」については、影響が軽微なため記載を省略しています。 

  

(3) 販売実績 

最近２中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 
  

(注)  金額には消費税等は含まれていません。 

  

部門別 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

配電盤 
関連事業 

配電盤 10,222 40.1 12,955 44.3

キャビネット 11,509 45.1 11,975 41.0

遮断器・開閉器 1,808 7.1 1,923 6.6

パーツ・その他 1,916 7.5 2,266 7.7

計 25,457 99.8 29,119 99.6

金型関連事業 55 0.2 116 0.4

合計 25,512 100.0 29,235 100.0

部門別 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

配電盤 
関連事業 

配電盤 10,164 40.2 12,894 44.5

キャビネット 11,241 44.5 11,752 40.6

遮断器・開閉器 1,864 7.4 1,971 6.8

パーツ・その他 1,945 7.7 2,246 7.7

計 25,214 99.8 28,863 99.6

金型関連事業 55 0.2 116 0.4

合計 25,270 100.0 28,979 100.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更はあり

ません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年７月31日開催の当社取締役会において、平成18年10月２日付で、当社花巻工場(配電盤関連事業)

を東北日東工業株式会社に承継させる会社分割を決議しています。 

なお、詳細は「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等及び２ 中間財務諸表等」の重要な後発事象に記載し

ています。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、「配電盤関連」を事業の中核として「電設・電材」、「ＦＡ・制御」、

「情報・通信」各分野の商品を幅広く展開し、研究開発は当社が中心に行っています。 

当中間連結会計期間の研究開発活動については、各分野の商品研究ならびに製品化を積極的に進め、機能、性能、

デザイン性に優れた先進性の高い商品開発を行いました。また、環境への配慮を積極的に推進するとともに、省スペ

ース、省施工、安全などをテーマにした商品の研究開発ならびに製品化、既存商品の一層の原価低減、さらには生産

技術を含め積極的な研究活動を行いました。 

当中間連結会計期間の研究開発費は６億７千９百万円となり、当中間連結会計期間の研究成果のうち主なものは次

のとおりです。 

  

(1) 配電盤部門 

配電盤部門は、高圧受電設備から幹線分岐盤、分電盤、住宅用分電盤に至るまで省スペース・省施工をご提案で

きるプラグイン方式を採用した「ｉ シリーズ」の機種充実および製品開発を中心に行いました。 

高圧受電設備では、プラグインユニット付ブレーカを搭載した「アイキュービクル」の機種充実ならびにブレー

カの増設・容量変更が柔軟に対応可能なプラグイン開放型配電盤を開発しました。 

分電盤は、工場生産設備用として、トヨタ自動車株式会社プラントエンジニアリング部との共同により、業界初

のキャビネット連結構造および充電部の完全保護、設置面積の60％削減を実現した動力分電盤「アイパワーツイ

ン」を開発し、2006年電設工業展において「ｉ シリーズ」で４年連続となる大阪府知事賞を受賞しました。 

住宅用分電盤は、プラグイン方式「プチパネル」の機種を追加しました。特にオール電化住宅の普及に対応し、

機種の充実を図るとともに、ガス発電・燃料電池システムへの対応機種も拡充させました。 

  



(2) キャビネット部門 

金属製キャビネットは、「ＦＡ・制御」、「情報・通信」分野向けのフレーム式自立キャビネット「ＦＺシリー

ズ」に両扉タイプを発売し、より幅広い顧客ニーズに対応可能となりました。 

樹脂製キャビネットは、「情報・通信」分野向け「ＰＬＡＢＯシリーズ」の機種を充実し、シリーズの強化を図

りました。また、電設向けとして一般家庭向電力量計収納化粧ボックスとして、高デザインタイプで隠蔽配線対応

の「メーターボックス(隠蔽配線用)」シリーズの開発を行いました。 

「情報・通信」分野向けラックは、地震からＩＴ機器を守るラックとして、業界初となる画期的な２重フレーム

制震構造ラック「ガルテクト」を発売しました。今後予想されている巨大地震の発生に対して、各企業は重要なＩ

Ｔ機器を地震から守る対策が急務となっていますが、「ガルテクト」は当社独自の耐震フレームと新たに開発した

制震ダンパーを融合させ、地震時のラック内の揺れを最大約50％低減することを可能としました。また、個人情報

保護法の施行および防犯対策など、情報漏洩に対するセキュリティへの要求が高くなっており、これらに対応した

監視ユニット搭載のセキュリティラックも発売しました。 

  

(3) 遮断器・開閉器部門 

ブレーカは、「アイパワー(プラグイン幹線分岐盤)」に搭載する「アイプラグ(プラグインユニット)」付ブレー

カのシリーズ強化のため、ブレーカ用端子台搭載タイプを機種追加しました。シリーズ機種同様、幹線バーを分岐

ブレーカ背面に配置し、分岐ブレーカとの接続をプラグ端子にて接続させる構造となっており、仮設用分電盤とし

て用途を拡大しました。 

電子応用製品は、省エネ・省力化を支援するデマンド監視制御システム・セーバキャスト「ＰＭＵシリーズ」の

オプション品のシリーズ強化として分割電流センサを機種追加しました。 

  

(4) パーツ・その他部門 

熱関連機器は、既に発売しています「Ｅクール(水冷熱交換器)」の各種オプションを発売しました。万一の水漏

れ事故でも盤内に水が入らない別置きセット、ドレンを供給水管に戻す圧送式のドレン処理器など、Ｅクールを便

利に使うための各種オプションを発売しました。 

また、ルーバ、換気扇は、高ＩＰ(ＩＰ55)での換気ができる丸型防水ルーバおよび低騒音防湿換気扇など機種を

充実しました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 設備計画の重要な変更 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、改修等について当中間連結会計期間末現在、次の

とおり変更しています。 

  

(注) １ 当初の計画(総額6,700百万円)に比べ200百万円増加して、投資予定総額は6,900百万円に変更されています。 

２ 上記設備計画に伴う今後の所要資金1,185百万円は全額自己資金により賄う予定です。 

３ 生産設備の合理化・更新、新製品対応および生産体制整備に伴う投資が主体のため、完成後の生産能力はほとんど変わり

ません。 

４ 経常的な設備更新による除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。 

５ 金額には消費税等は含まれていません。 

  

事業所名 所在地 設備の内容

投資予定額
(百万円) 

着手及び完了予定 

総額 既支払額 着手 完了 

日東工業株式会社 
本社・名古屋工場 

愛知県 
愛知郡 
長久手町 

配電盤、キャビネット、
遮断器・開閉器、 
パーツ・その他等生産設備 

800 336 平成18年４月 平成19年３月

〃 
唐津工場 

佐賀県 
唐津市 

配電盤等生産設備 460 0 平成18年４月 平成19年３月

工場増築 380 117 平成18年４月 平成18年11月

計 ― ― 1,640 454 ― ― 



(2) 設備の完成状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資については、「配電盤関連」の製造販売が中心で他の事業は小規

模なため事業の種類別セグメントは作成していません。 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、改修等のうち完成した主なもの

は次のとおりです。 

  

(注) 上記金額には消費税等は含まれていません。 

  

(3) 設備の新設、重要な拡充等の計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、重要な拡充等の計画はありません。 

  

事業所名 所在地 設備の内容 完成年月
金額
(百万円)

備考 

日東工場株式会社 
本社・名古屋工場 

愛知県 
愛知郡 
長久手町 

配電盤、キャビネット、
遮断器・開閉器、 
パーツ・その他等生産設備 

平成18年９月 377
生産設備の合理化・更
新等 

〃 
磐田工場 

静岡県 
磐田市 

配電盤、キャビネット、
パーツ・その他等生産設備 

平成18年９月 186
生産設備の合理化・更
新等 

〃 
花巻工場 

岩手県 
花巻市 

配電盤等生産設備 平成18年９月 41
生産設備の合理化・更
新等 

工場増築 平成18年８月 221 生産管理の合理化 

計 ― ― ― 826 ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当ありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 96,203,000

計 96,203,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 44,789,848 同左

東京証券取引所
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 44,789,848 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 44,789 ― 6,578 ― 6,986



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 当社は自己株式1,707千株(3.81％)を所有していますが、上記の大株主から除いています。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ19,500
株(議決権の数195個)及び20株含まれています。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

名東興産株式会社 愛知県瀬戸市東横山町75 6,778 15.14

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－11 3,366 7.52

株式会社みずほコーポレート銀
行 

東京都千代田区丸の内１－３－３ 1,926 4.30

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,644 3.67

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 1,586 3.54

日東工業取引先持株会 愛知県愛知郡長久手町蟹原2201番地 1,217 2.72

有限会社伸和興産 愛知県瀬戸市東横山町100 1,042 2.33

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 1,000 2.23

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 876 1.96

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 842 1.88

計 ― 20,280 45.28

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,707,200 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

43,024,500 
430,245 ― 

単元未満株式 
普通株式 

58,148 
― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 44,789,848 ― ― 

総株主の議決権 ― 430,245 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日東工業株式会社 

愛知県愛知郡長久手町蟹原
2201番地 

1,707,200 ― 1,707,200 3.81

計 ― 1,707,200 ― 1,707,200 3.81



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は、次のとおりです。 

  

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,370 2,310 2,230 2,360 2,320 2,375

最低(円) 2,125 2,020 1,845 1,991 2,005 1,970

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
技術本部長兼技術企画
室長兼技術管理室長兼
品質保証室担当 

常務取締役
技術本部長兼技術企画
室長兼品質保証室担当

丹羽鈴雄 平成18年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、栄監査法人により中間監査を受けています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     6,065 3,885   4,703 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※４   12,606 14,621   14,339 

３ 有価証券     3,601 3,798   6,399 

４ たな卸資産     4,211 4,655   4,365 

５ 繰延税金資産     738 895   893 

６ その他     528 642   310 

７ 貸倒引当金     △314 △295   △286 

流動資産合計     27,437 45.5 28,204 42.6   30,725 46.9

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物及び 
  構築物 

    9,591 9,446   9,494 

２ 機械装置及び 
  運搬具 

    6,002 6,528   6,035 

３ 土地     6,210 6,210   6,210 

４ 建設仮勘定     252 3,059   1,026 

５ その他     1,391 1,354   1,328 

 有形固定資産 
 合計 

    23,448 (38.9) 26,598 (40.1)   24,094 (36.7)

(2) 無形固定資産     56 (0.1) 47 (0.1)   48 (0.1)

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     6,244 6,845   7,597 

２ 不動産信託 
  受益権 

    1,669 1,645   1,656 

３ 長期性預金     310 500   200 

４ 前払年金費用     ― 909   662 

５ 繰延税金資産     125 ―   ― 

６ その他     988 1,487   594 

７ 貸倒引当金     △24 △5   △8 

 投資その他の 
 資産合計 

    9,314 (15.5) 11,382 (17.2)   10,702 (16.3)

固定資産合計     32,819 54.5 38,028 57.4   34,844 53.1

資産合計     60,256 100.0 66,232 100.0   65,570 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    2,052 2,665   2,587 

２ 未払法人税等     1,593 1,817   2,217 

３ 賞与引当金     1,230 1,381   1,301 

４ 役員賞与引当金     ― 30   ― 

５ その他 ※２   2,330 3,110   3,374 

流動負債合計     7,206 12.0 9,005 13.6   9,480 14.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期未払金     167 165   167 

２ 繰延税金負債     ― 364   488 

３ その他     101 101   101 

固定負債合計     268 0.4 632 1.0   758 1.1

負債合計     7,475 12.4 9,637 14.6   10,238 15.6

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     6,578 10.9 ― ―   6,578 10.0

Ⅱ 資本剰余金     6,989 11.6 ― ―   6,989 10.7

Ⅲ 利益剰余金     39,658 65.8 ― ―   41,758 63.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    964 1.6 ― ―   1,418 2.2

Ⅴ 自己株式     △1,410 △2.3 ― ―   △1,414 △2.2

資本合計     52,780 87.6 ― ―   55,331 84.4

負債・資本合計     60,256 100.0 ― ―   65,570 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― ― 6,578 9.9   ― ―

２ 資本剰余金     ― ― 6,990 10.6   ― ―

３ 利益剰余金     ― ― 43,212 65.2   ― ―

４ 自己株式     ― ― △1,416 △2.1   ― ―

株主資本合計     ― ― 55,364 83.6   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

  その他有価証券 
  評価差額金 

    ― ― 1,230 1.8   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

    ― ― 1,230 1.8   ― ―

純資産合計     ― ― 56,594 85.4   ― ―

負債・純資産合計     ― ― 66,232 100.0   ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     25,270 100.0 28,979 100.0   54,897 100.0

Ⅱ 売上原価     16,128 63.8 18,834 65.0   35,040 63.8

売上総利益     9,141 36.2 10,145 35.0   19,856 36.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※1,2   5,698 22.6 5,965 20.6   11,786 21.5

営業利益     3,443 13.6 4,180 14.4   8,070 14.7

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   12   16 25   

２ 受取配当金   56   59 67   

３ 仕入割引   2   2 4   

４ 受取家賃   11   12 23   

５ 不動産信託 
  受益権収入 

  42   47 90   

６ その他   56 181 0.7 65 203 0.7 120 330 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   0   0 0   

２ 売上割引   123   143 258   

３ その他   31 154 0.6 29 173 0.6 62 322 0.6

経常利益     3,470 13.7 4,210 14.5   8,078 14.7

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※３ 274   0 275   

２ 貸倒引当金 
  戻入益 

  62 336 1.4 ― 0 0.0 99 374 0.7

Ⅶ 特別損失           

  固定資産 
  除売却損 

※４ 173 173 0.7 63 63 0.2 290 290 0.5

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    3,633 14.4 4,146 14.3   8,162 14.9

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,549   1,772 3,260   

法人税等調整額   △1 1,547 6.1 △1 1,770 6.1 156 3,416 6.3

中間(当期) 
純利益 

    2,085 8.3 2,376 8.2   4,746 8.6

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,989 6,989

Ⅱ 資本剰余金増加高  

   自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

6,989 6,989

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 38,129 38,129

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   中間(当期)純利益 2,085 2,085 4,746 4,746

Ⅲ 利益剰余金減少高  

  １ 配当金 516 1,076  

  ２ 役員賞与 40 557 40 1,117

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

39,658 41,758



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 

6,578 6,989 41,758 △1,414 53,912 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △861   △861 

 役員賞与(注)     △61   △61 

 中間純利益     2,376   2,376 

 自己株式の取得       △1 △1 

 自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
(純額) 

          

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円) 

― 0 1,453 △1 1,452 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 

6,578 6,990 43,212 △1,416 55,364 

項目 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 

1,418 1,418 55,331 

中間連結会計期間中の変動額       

 剰余金の配当(注)     △861 

 役員賞与(注)     △61 

 中間純利益     2,376 

 自己株式の取得     △1 

 自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
(純額) 

△188 △188 △188 

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円) 

△188 △188 1,263 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 

1,230 1,230 56,594 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 3,633 4,146 8,162

２ 減価償却費  1,272 1,275 2,699

３ 賞与引当金の増加額  190 80 261

４ 役員賞与引当金の増加額  ― 30 ―

５ 貸倒引当金の増加額 
  (△減少額) 

 △62 6 △99

６ 前払年金費用の増加額  △273 △247 △551

７ 受取利息及び受取配当金  △68 △75 △92

８ 支払利息  0 0 0

９ 有形固定資産売却益  △274 △0 △275

10 有形固定資産除売却損  161 63 275

11 役員賞与支払額  △40 △61 △40

12 売上債権の減少額 
  (△増加額) 

 351 △281 △1,382

13 たな卸資産の増加額  △322 △290 △475

14 仕入債務の増加額 
  (△減少額) 

 △168 77 367

15 未払消費税等の増加額 
  (△減少額) 

 61 △66 203

16 その他  △463 △362 139

小計  3,996 4,296 9,191

17 利息及び配当金の受取額  67 75 91

18 利息の支払額  △0 △0 △0

19 法人税等の支払額  △1,152 △2,164 △2,251

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,911 2,206 7,032



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入 
による支出 

 △2,065 △300 △3,365

２ 定期預金の払戻 
による収入 

 255 1,410 2,355

３ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △1,720 △3,993 △3,351

４ 有形固定資産 
の売却による収入 

 312 0 319

５ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △1,857 △60 △5,055

６ 投資有価証券 
の売却による収入 

 1,800 2,599 4,100

７ 関連会社株式 
  の取得による支出 

 ― △847 ―

８ 子会社出資による支出  ― △58 ―

９ その他  44 △1 36

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,231 △1,251 △4,960

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 配当金の支払額  △516 △860 △1,075

２ 自己株式の取得に 
よる支出 

 △1 △1 △5

３ その他  30 0 30

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △487 △862 △1,051

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 0 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額(△減少額) 

 △807 92 1,020

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 5,662 6,682 5,662

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,855 6,775 6,682

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数 １社 

 連結子会社名 

  日東エンジニアリング

㈱ 

(イ)連結子会社の数 １社 

 連結子会社名 

  日東エンジニアリング

㈱ 

(イ)連結子会社の数 １社 

 連結子会社名 

  日東エンジニアリング

㈱ 

  (ロ)非連結子会社の数 

５社 

 非連結子会社名 

  ㈱キャドテック 

  東名保険サービス㈱ 

  日東緑化サービス㈱ 

  日東テクノサービス㈱ 

  日東工業(嘉興)電機有

限公司 

(ロ)非連結子会社の数 

６社 

 非連結子会社名 

  ㈱キャドテック 

  東名保険サービス㈱ 

  日東緑化サービス㈱ 

  日東テクノサービス㈱ 

  日東スタッフ㈱ 

  日東工業(嘉興)電機有

限公司 

(ロ)非連結子会社の数 

５社 

 非連結子会社名 

  ㈱キャドテック 

  東名保険サービス㈱ 

  日東緑化サービス㈱ 

  日東テクノサービス㈱ 

  日東工業(嘉興)電機有

限公司 

   (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合

計の総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰

余金等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていな

いため除外していま

す。 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

同左 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合

計の総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないた

め除外しています。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

 持分法を適用していない

非連結子会社５社(㈱キャ

ドテック、東名保険サービ

ス㈱、日東緑化サービス

㈱、日東テクノサービス

㈱、日東工業(嘉興)電機有

限公司)は、それぞれ中間

純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範

囲から除外しています。 

 持分法を適用していない

非連結子会社６社(㈱キャ

ドテック、東名保険サービ

ス㈱、日東緑化サービス

㈱、日東テクノサービス

㈱、日東スタッフ㈱、日東

工業(嘉興)電機有限公司)

及び関連会社１社(㈱新愛

知電機製作所)は、それぞ

れ中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から

除外しています。 

 持分法を適用していない

非連結子会社５社(㈱キャ

ドテック、東名保険サービ

ス㈱、日東緑化サービス

㈱、日東テクノサービス

㈱、日東工業(嘉興)電機有

限公司)は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範

囲から除外しています。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は一致して

います。 

同左 連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してい

ます。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額

法) 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

     その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は総平均

法により算定) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部純資産直入法

により処理し、

売却原価は総平

均法により算

定) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     連結決算期末日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は総平均

法により算定) 

      時価のないもの 

     総平均法による

原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

   ② たな卸資産 

   主として総平均法に

よる原価法 

 ② たな卸資産 

同左 

 ② たな卸資産 

同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法 

   主な耐用年数 

   建物及び構築物 

３～60年 

   機械装置及び運搬具 

２～11年 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

   ② 無形固定資産 

   定額法(自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法) 

 ② 無形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上していま

す。 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に充当するため当中間

連結会計期間に負担す

べき支給見込額を計上

しています。 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に充当するため当連結

会計年度に負担すべき

支給見込額を計上して

います。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

―――――  ③ 役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備

えて、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき、当中間連結会

計期間負担額を計上し

ています。 

  (会計方針の変更) 

   当中間連結会計期間

より、「役員賞与に関

する会計基準」(企業

会計基準第４号 平成

17年11月29日)を適用

しています。 

   これにより営業利

益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益

は、それぞれ30百万円

減少しています。 

――――― 

   ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ています。 

   なお、会計基準変更

時差異については、前

連結会計年度において

費用処理を完了してい

ます。過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５

年)による定額法によ

り費用処理し、数理計

算上の差異は、各連結

会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間による定額法

により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理す

ることとしています。 

   なお、当中間連結会

計期間末においては、

中間連結財務諸表作成

会社については年金資

産の見込額及び中間期

末未認識項目の合計額

が退職給付債務を上回

ったため、前払年金費

用として投資その他の

資産の「その他」に計

上しています。 

 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ています。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処

理し、数理計算上の差

異は、各連結会計年度

の発生時における従業

員の平均残存勤務期間

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理することと

しています。 

   なお、当中間連結会

計期間末においては、

中間連結財務諸表作成

会社については年金資

産の見込額及び中間期

末未認識項目の合計額

が退職給付債務を上回

ったため、「前払年金

費用」として投資その

他の資産に計上してい

ます。 

 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しています。 

   なお、会計基準変更

時差異については、前

連結会計年度において

費用処理を完了してい

ます。過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５

年)による定額法によ

り費用処理し、数理計

算上の差異は、各連結

会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間による定額法

により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理す

ることとしています。 

   なお、当連結会計年

度末においては、連結

財務諸表作成会社につ

いては年金資産の見込

額及び期末未認識項目

の合計額が退職給付債

務を上回ったため、

「前払年金費用」とし

て投資その他の資産に

計上しています。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ニ)重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (ホ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費

税の会計処理は、税抜

方式によっています。 

(ホ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

(ホ)その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

   ② 信託財産の会計処理

の方法 

   信託銀行から送付さ

れてくる決算報告書に

基づき、貸借対照表項

目は「不動産信託受益

権」勘定として処理

し、損益計算書項目は

営業外収益の「不動産

信託受益権収入」勘定

及び営業外費用の「そ

の他」に含めて処理し

ています。また収益及

び費用の認識基準は発

生基準によっていま

す。 

   なお、信託建物(附

属設備を除く)の減価

償却の方法について

は、定額法を採用して

います。 

 ② 信託財産の会計処理

の方法 

同左 

 ② 信託財産の会計処理

の方法 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなります。 



会計処理方法の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)

を適用しています。 

  なお、この適用による損益に与

える影響はありません。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用し

ています。 

  なお、この適用による損益に与

える影響はありません。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

  当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第

５号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用してい

ます。 

  これまでの資本の部の合計に相

当する金額は56,594百万円です。 

  なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ています。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

――――― (中間連結貸借対照表関係) 

  前中間連結会計期間において投資その他の資産の

「その他」に含めていました「前払年金費用」(前中

間連結会計期間384百万円)は、重要性が増したため

当中間連結会計期間より区分掲記しています。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

43,405百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

44,442百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

44,028百万円 

※２ 未払消費税等213百万円を含

んでいます。 

※２ 未払消費税等289百万円を含

んでいます。 

※２ 未払消費税等355百万円を含

んでいます。 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当中間連結会計期間末におけ

る特定融資枠契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約 
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当中間連結会計期間末におけ

る特定融資枠契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,000

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当連結会計年度末における特

定融資枠契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約 
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

※４    ――――― ※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

ます。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が、中間連結

会計期間末日残高に含まれてい

ます。 

  

  

受取手形 669百万円

※４    ――――― 



(中間連結損益計算書関係) 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主な費目及び金額は次のとお
りです。 
運賃 1,180百万円

広告宣伝費 176 

従業員給料 1,199 
賞与引当金 
繰入額 

380 

退職給付引当金 
繰入額 

25 

事業税 50 

減価償却費 167 

賃借料 129 

研究開発費 723 

その他 1,665 

計 5,698 

※１ 主な費目及び金額は次のとお
りです。 
運賃 1,257百万円

広告宣伝費 149

貸倒引当金繰入額 9

従業員給料 1,279
賞与引当金
繰入額 

440

役員賞与引当金
繰入額 

30

退職給付引当金
繰入額 

19

事業税 54

減価償却費 171

賃借料 130

研究開発費 679

その他 1,742

計 5,965

※１ 主な費目及び金額は次のとお
りです。 
運賃 2,507百万円 

広告宣伝費 400 

従業員給料 2,879 
賞与引当金
繰入額 

410 

退職給付引当金 
繰入額 

53 

事業税 107 

減価償却費 339 

賃借料 254 

研究開発費 1,430 

その他 3,404 

計 11,786 

※２   ――――― ※２   ――――― ※２ 一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費は、次の
とおりです。 
一般管理費 1,430百万円

当期製造費用 ― 

計 1,430 
※３ 固定資産売却益の内容は次の

とおりです。 
機械及び装置 3百万円

土地 270 

計 274 

※３ 固定資産売却益の内容は次の
とおりです。 
機械及び装置 0百万円

※３ 固定資産売却益の内容は次の
とおりです。 
機械及び装置 5百万円

土地 270 

計 275 
※４ 固定資産除売却損の内容は次

のとおりです。 
 固定資産除却損 

 固定資産売却損 

建物 2百万円

機械及び装置 58 

車両及び運搬具 0 

工具器具及び備品 8 

計 69 

    

建物 87百万円

構築物 2 

工具器具及び備品 0 

土地 0 

借地権 11 

計 103 

※４ 固定資産除売却損の内容は次
のとおりです。 

 固定資産除却損 

  
  

建物 8百万円

構築物 0

機械及び装置 45

車両及び運搬具 0

工具器具及び備品 8

計 63

  

※４ 固定資産除売却損の内容は次
のとおりです。 

 固定資産除却損 

 固定資産売却損 

建物 42百万円

構築物 9 

機械及び装置 89 

車両及び運搬具 0 

工具器具及び備品 40 

計 182 

建物 87百万円

構築物 2 

機械及び装置 1 

車両及び運搬具 0 

工具器具及び備品 0 

土地 0 

借地権 11 

電話加入権 2 

計 108 
 ５ 当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法に
より計算しているため、法人税
等調整額は「法人税、住民税及
び事業税」に含めて表示してい
ます。なお、連結修正に係る税
金費用については、「法人税等
調整額」として表示していま
す。 

 ５     同左 ５    ――――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りです。 

 単元未満株式の買取りによる増加   874株 

減少数の主な内訳は、次の通りです。 

 単元未満株式の買増請求による減少  77株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 44,789 ― ― 44,789

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,706,428 874 77 1,707,225

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 861 20 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 732 17 平成18年９月30日 平成18年11月30日

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

  

現金及び預金勘定 6,065百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△2,410 

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券) 

1,200 

現金及び現金同等
物 

4,855 

(平成18年９月30日現在) 

  

現金及び預金勘定 3,885百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△310

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券) 

3,199

現金及び現金同等
物 

6,775

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 4,703百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△1,720 

取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券) 

3,699 

現金及び現金同等
物 

6,682 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

3 3 0

その他 
( 工具器
具及び備
品) 

192 23 169

計 196 26 169

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

その他 
( 工具器
具及び備
品) 

192 64 128

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

3 3 0 

その他
(工具器
具及び備
品) 

192 43 148 

計 196 47 148 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定していま

す。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 62百万円

 １年超 95 

 合計 158 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 66百万円

 １年超 28

 合計 95

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 63百万円

１年超 62 

合計 126 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ています。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 35百万円

減価償却費 
相当額 

20 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 31百万円

減価償却費
相当額 

20

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 67百万円

減価償却費
相当額 

41 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 1百万円

 １年超 3 

 合計 4 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 0百万円

 １年超 2

 合計 3

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 0百万円

１年超 3 

合計 4 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 減損処理に当たっては、中間連結会計期間末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回

復する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。

なお、当中間連結会計期間末においては該当はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,203 2,808 1,604

② 債券 2,899 2,900 0

国債・地方債等 1,799 1,796 △3

社債 1,099 1,103 3

計 4,103 5,708 1,605

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 999

計 999

(2) その他有価証券 

① 非上場株式 1,136

② 合同運用指定金銭信託 2,000

計 3,136

(3) 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 88

計 88



当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 減損処理に当たっては、中間連結会計期間末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回

復する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。

なお、当中間連結会計期間末においては該当はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,205 3,265 2,059

② 債券 2,997 2,983 △13

国債・地方債等 1,897 1,888 △8

社債 1,099 1,095 △4

計 4,202 6,248 2,046

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 1,999

計 1,999

(2) その他有価証券 

① 非上場株式 1,196

② 合同運用指定金銭信託 1,200

計 2,396

(3) 子会社株式及び関連会社株式 

① 子会社株式 88

② 関連会社株式 847

計 936



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 減損処理に当たっては、当連結会計年度末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回復

する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。な

お、当連結会計年度末においては該当はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティ

ブ取引を全く利用していませんので、該当事項はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

① 株式 1,204 3,599 2,395

② 債券 3,596 3,562 △34

国債・地方債等 2,496 2,474 △22

社債 1,099 1,087 △12

計 4,801 7,161 2,360

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 3,498

計 3,498

(2) その他有価証券 

① 非上場株式 1,136

② 合同運用指定金銭信託 2,200

計 3,336

(3) 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 88

計 88



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列の「配電盤関

連」の製造販売を主たる事業として行っています。従たる事業として、金型等の製造販売等を行っていますが、小

規模な事業であり、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額(前連結会計年度基準に

適用)の合計額に占める各割合も10％未満ですので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店はないため、所在地別セグメント情報の記載を省略してい

ます。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高はないため、海外売上高の記載を省略しています。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。 

  

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,225円03銭 １株当たり純資産額 1,313円64銭 １株当たり純資産額 1,282円88銭

１株当たり中間純利益 
金額 

48円42銭
１株当たり中間純利益
金額 

55円16銭
１株当たり当期純利益 
金額 

108円76銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額 

48円41銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額 

―
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

108円75銭

項目 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額 ― 56,594百万円 ―

純資産の部の合計額から控除する
金額 

― ― ―

普通株式に係る中間期末(期末)の
純資産額 

― 56,594百万円 ―

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末(期末)の普通株式
の数 

― 43,082千株 ―

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益 2,085百万円 2,376百万円 4,746百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― 61百万円

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (61百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 2,085百万円 2,376百万円 4,685百万円

普通株式の期中平均株式数 43,075千株 43,082千株 43,079千株

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数 5千株 ― 2千株

(うちストックオプション) (5千株) ― (2千株)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――――― ――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――  当社は、独立した経営責任のも

と、迅速かつ柔軟な経営判断を行う

ことにより、グループ全体の活性化

と競争力の強化を図ることを目的と

して、平成18年７月31日開催の当社

取締役会の決議に基づき、平成18年

10月２日付で、当社花巻工場(配電

盤関連事業)を東北日東工業株式会

社に承継させる会社分割を実施して

います。 

(1) 会社分割の法的形式 

 当社を新設分割会社とし、東北

日東工業株式会社を新設分割設立

会社とする新設分割であり、新設

分割設立会社が発行する株式(普通

株式1,000株)は全て当社に割り当

てています。 

(2) 実施した会計処理 

 ① 移転損益を認識していませ

ん。 

 ② 受取対価の種類 

   株式(普通株式) 

 ③ 移転した事業に係る資産及び

負債の帳簿価額 

(単位：百万円) 

 なお、新設分割会社から新設分割

設立会社に承継する負債はありませ

ん。 

流動資産 657 純資産 836

固定資産 179

 合計 836 合計 836

――――― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     5,595 3,307   4,168 

２ 受取手形 ※４   6,184 6,824   6,660 

３ 売掛金     6,394 7,751   7,573 

４ 有価証券     3,601 3,798   6,399 

５ たな卸資産     4,210 4,653   4,363 

６ 繰延税金資産     730 886   886 

７ その他     529 646   314 

８ 貸倒引当金     △314 △295   △286 

流動資産合計     26,932 45.1 27,572 42.0   30,080 46.3

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物     8,922 8,769   8,812 

２ 機械及び装置     5,943 6,449   5,952 

３ 土地     6,210 6,210   6,210 

４ 建設仮勘定     239 3,056   1,024 

５ その他     2,121 2,098   2,077 

  有形固定資産 
  合計 

    23,436 (39.3) 26,582 (40.5)   24,076 (37.0)

(2) 無形固定資産     56 (0.1) 47 (0.1)   48 (0.1)

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     6,244 6,845   7,597 

２ 不動産信託 
  受益権 

    1,669 1,645   1,656 

３ 長期性預金     200 500   200 

４ 前払年金費用     399 922   675 

５ 繰延税金資産     114 ―   ― 

６ その他     654 1,537   644 

７ 貸倒引当金     △24 △5   △8 

 投資その他の 
 資産合計 

    9,258 (15.5) 11,444 (17.4)   10,764 (16.6)

固定資産合計     32,751 54.9 38,074 58.0   34,889 53.7

資産合計     59,683 100.0 65,647 100.0   64,969 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形     13 16   21 

２ 買掛金     2,011 2,617   2,516 

３ 未払法人税等     1,587 1,806   2,219 

４ 賞与引当金     1,220 1,370   1,290 

５ 役員賞与引当金     ― 30   ― 

６ 設備支払手形     381 434   17 

７ その他 ※２   1,979 2,712   3,377 

流動負債合計     7,194 12.1 8,988 13.7   9,443 14.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期未払金     165 164   165 

２ 繰延税金負債     ― 373   498 

３ その他     101 101   101 

固定負債合計     266 0.4 640 1.0   766 1.2

  負債合計     7,461 12.5 9,628 14.7   10,209 15.7

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     6,578 11.0 ― ―   6,578 10.1

Ⅱ 資本剰余金           

 １ 資本準備金     6,986 ―   6,986 

 ２ その他 
   資本剰余金 

    2 ―   2 

   資本剰余金合計     6,989 11.7 ― ―   6,989 10.8

Ⅲ 利益剰余金           

 １ 利益準備金     833 ―   833 

 ２ 任意積立金     32,600 ―   32,600 

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益 

    5,665 ―   7,752 

   利益剰余金合計     39,099 65.5 ― ―   41,187 63.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    964 1.6 ― ―   1,418 2.2

Ⅴ 自己株式     △1,410 △2.3 ― ―   △1,414 △2.2

  資本合計     52,222 87.5 ― ―   54,760 84.3

  負債・資本合計     59,683 100.0 ― ―   64,969 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金     ― ― 6,578 10.0   ― ―

 ２ 資本剰余金           

  (1) 資本準備金   ―   6,986 ―   

  (2) その他 
    資本剰余金 

  ―   3 ―   

   資本剰余金合計     ― ― 6,990 10.6   ― ―

 ３ 利益剰余金           

  (1) 利益準備金   ―   833 ―   

  (2) その他 
    利益剰余金 

          

    特別償却 
    準備金 

  ―   56 ―   

    圧縮記帳 
    積立金 

  ―   148 ―   

    別途積立金   ―   32,490 ―   

    繰越利益 
    剰余金 

  ―   9,107 ―   

   利益剰余金合計     ― ― 42,636 64.9   ― ―

 ４ 自己株式     ― ― △1,416 △2.1   ― ―

   株主資本合計     ― ― 54,788 83.4   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

   その他有価証券 
   評価差額金 

    ― ― 1,230 1.9   ― ―

   評価・換算 
   差額等合計 

    ― ― 1,230 1.9   ― ―

   純資産合計     ― ― 56,018 85.3   ― ―

  負債・純資産合計     ― ― 65,647 100.0   ― ―

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     25,214 100.0 28,863 100.0   54,662 100.0

Ⅱ 売上原価     16,100 63.9 18,756 65.0   34,869 63.8

売上総利益     9,114 36.1 10,107 35.0   19,793 36.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    5,685 22.5 5,952 20.6   11,760 21.5

営業利益     3,428 13.6 4,154 14.4   8,032 14.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   195 0.8 212 0.7   348 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   154 0.6 173 0.6   322 0.6

経常利益     3,469 13.8 4,194 14.5   8,059 14.7

Ⅵ 特別利益     332 1.3 ― ―   370 0.7

Ⅶ 特別損失     173 0.7 62 0.2   291 0.5

税引前中間 
(当期)純利益 

    3,628 14.4 4,131 14.3   8,138 14.9

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,544   1,761 3,250   

法人税等調整額   ― 1,544 6.1 ― 1,761 6.1 156 3,406 6.2

中間(当期) 
純利益 

    2,084 8.3 2,370 8.2   4,732 8.7

前期繰越利益     3,580 ―   3,580 

中間配当額     ― ―   560 

中間(当期) 
未処分利益 

    5,665 ―   7,752 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

項目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 6,578 6,986 2 6,989 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当(注)         

役員賞与(注)         

中間純利益         

自己株式の取得         

自己株式の処分     0 0 

特別償却準備金の積立(注)         

特別償却準備金の取崩(注)         

圧縮記帳積立金の積立(注)         

圧縮記帳積立金の取崩(注)         

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
(純額) 

        

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 

平成18年９月30日残高(百万円) 6,578 6,986 3 6,990 

項目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 

利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金
合計 特別償却 

準備金 
圧縮記帳
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 833 41 68 32,490 7,752 41,187 △1,414 53,341 

中間会計期間中の変動額                 

剰余金の配当(注)         △861 △861   △861 

役員賞与(注)         △60 △60   △60 

中間純利益         2,370 2,370   2,370 

自己株式の取得             △1 △1 

自己株式の処分             0 0 

特別償却準備金の積立(注)   26     △26 ―   ― 

特別償却準備金の取崩(注)   △11     11 ―   ― 

圧縮記帳積立金の積立(注)     83   △83 ―   ― 

圧縮記帳積立金の取崩(注)     △4   4 ―   ― 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
(純額) 

                

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 14 79 ― 1,354 1,449 △1 1,447 

平成18年９月30日残高(百万円) 833 56 148 32,490 9,107 42,636 △1,416 54,788 



  

  
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

項目 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,418 1,418 54,760 

中間会計期間中の変動額       

剰余金の配当(注)     △861 

役員賞与(注)     △60 

中間純利益     2,370 

自己株式の取得     △1 

自己株式の処分     0 

特別償却準備金の積立(注)     ― 

特別償却準備金の取崩(注)     ― 

圧縮記帳積立金の積立(注)     ― 

圧縮記帳積立金の取崩(注)     ― 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
(純額) 

△188 △188 △188 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △188 △188 1,258 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,230 1,230 56,018 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

    子会社株式 

  

   総平均法による原価

法 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  子会社株式 

  

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は総平均法に

より算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は総平均法

により算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は総平均法により

算定) 

     時価のないもの 

    総平均法による原

価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

  製品・仕掛品・貯蔵品 

   総平均法による原価

法 

  原材料 

   総平均法による低価

法 

(2) たな卸資産 

  製品・仕掛品・貯蔵品 

同左 

  

  原材料 

同左 

(2) たな卸資産 

  製品・仕掛品・貯蔵品 

同左 

  

  原材料 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法 

 主な耐用年数 

 建物及び構築物 

３～60年 

 機械装置及び車両運搬具 

２～11年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法(自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額

法) 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ています。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

充当するため当中間会計

期間に負担すべき支給見

込額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

充当するため当事業年度

に負担すべき支給見込額

を計上しています。 

  ――――― (3) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備え

て、当事業年度における

支給見込額に基づき、当

中間会計期間負担額を計

上しています。 

――――― 

     (会計方針の変更) 

  当中間会計期間より、

「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29

日)を適用しています。 

  これにより営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益は、それぞれ30百

万円減少しています。 

  



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

います。 

  なお、会計基準変更時

差異については、前事業

年度において費用処理を

完了しています。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により費用処理し、数理

計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしています。 

  なお、当中間会計期間

末においては、年金資産

の見込額及び中間期末未

認識項目の合計額が退職

給付債務を上回ったた

め、「前払年金費用」と

して投資その他の資産に

計上しています。 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

います。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により費用処理し、数理

計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしています。 

  なお、当中間会計期間

末においては、年金資産

の見込額及び中間期末未

認識項目の合計額が退職

給付債務を上回ったた

め、「前払年金費用」と

して投資その他の資産に

計上しています。 

  

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しています。 

  なお、会計基準変更時

差異については、前事業

年度において費用処理を

完了しています。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により費用処理し、数理

計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしています。 

  なお、当事業年度末に

おいては、年金資産の見

込額及び期末未認識項目

の合計額が退職給付債務

を上回ったため、「前払

年金費用」として投資そ

の他の資産に計上してい

ます。 

  



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっています。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

  

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  (2) 信託財産の会計処理の

方法 

  信託銀行から送付され

てくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は

「不動産信託受益権」勘

定として処理し、損益計

算書項目は営業外収益及

び営業外費用に含めて処

理しています。また収益

及び費用の認識基準は発

生基準によっています。 

  なお、信託建物(附属

設備を除く)の減価償却

の方法については、定額

法を採用しています。 

(2) 信託財産の会計処理の

方法 

同左 

(2) 信託財産の会計処理の

方法 

  信託銀行から送付され

てくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は

「不動産信託受益権」勘

定として処理し、損益計

算書項目は営業外収益の

「不動産信託受益権収

入」勘定及び営業外費用

の「雑支出」に含めて処

理しています。また収益

及び費用の認識基準は発

生基準によっています。 

  なお、信託建物(附属

設備を除く)の減価償却

の方法については、定額

法を採用しています。 



会計処理方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用し

ています。 

  なお、この適用による損益に与

える影響はありません。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用し

ています。 

  なお、この適用による損益に与

える影響はありません。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

  当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用しています。 

  これまでの資本の部の合計に相

当する金額は56,018百万円です。 

  なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しています。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

43,443百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

44,488百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

44,061百万円 

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺して、流動負債の「そ

の他」に含めて表示していま

す。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２    ――――― 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当中間会計期間末における特

定融資枠契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約 
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当中間会計期間末における特

定融資枠契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりです。 

特定融資枠契約
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,000

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と

特定融資枠契約を締結していま

す。 

   当事業年度末における特定融

資枠契約に係る借入未実行残高

等は次のとおりです。 

特定融資枠契約 
の総額 

5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

※４    ――――― ※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理していま

す。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の満期手形が、中間会計期間

末日残高に含まれています。 

受取手形 669百万円

※４    ――――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 1百万円

不動産信託 
受益権収入 

42 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 1百万円

不動産信託
受益権収入 

47

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 3百万円

不動産信託
受益権収入 

90 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 0百万円

売上割引 123 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 0百万円

売上割引 143

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 0百万円

売上割引 258 

 ３ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 1,267百万円

無形固定資産 5 

計 1,272 

 ３ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 1,268百万円

無形固定資産 4

計 1,273

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,686百万円

無形固定資産 10 

計 2,697 

 ４ 当中間会計期間における税金

費用については、簡便法により

計算しているため、法人税等調

整額は「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示していま

す。 

 ４     同左  ４    ――――― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りです。 

   単元未満株式の買取りによる増加   874株 

  減少数の主な内訳は、次の通りです。 

   単元未満株式の買増請求による減少  77株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 1,706,428 874 77 1,707,225 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 3 3 0

その他 
( 工具器
具及び備
品) 

192 23 169

計 196 26 169

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

その他 
( 工具器
具及び備
品) 

192 64 128

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び
装置 3 3 0 

その他
(工具器
具及び備
品) 

192 43 148 

計 196 47 148 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定していま

す。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 62百万円

 １年超 95 

 合計 158 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 66百万円

 １年超 28

 合計 95

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 63百万円

１年超 62 

合計 126 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ています。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 35百万円

減価償却費 
相当額 

20 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 31百万円

減価償却費
相当額 

20

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 67百万円

減価償却費
相当額 
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 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 1百万円

 １年超 3 

 合計 4 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 0百万円

 １年超 2

 合計 3

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 0百万円

１年超 3 

合計 4 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 
  

(注) 当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 
  

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,212円07銭 １株当たり純資産額 1,300円26銭 １株当たり純資産額 1,269円64銭

１株当たり中間純利益 
金額 

48円40銭
１株当たり中間純利益
金額 

55円03銭
１株当たり当期純利益 
金額 

108円46銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額 

48円39銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額 

 ―
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

108円46銭

項目 
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額 ― 56,018百万円 ―

純資産の部の合計額から控除する
金額 

― ― ―

普通株式に係る中間期末(期末)の
純資産額 

― 56,018百万円 ―

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末(期末)の普通株式
の数 

― 43,082千株 ―

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益 2,084百万円 2,370百万円 4,732百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― 60百万円

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (60百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 2,084百万円 2,370百万円 4,672百万円

普通株式の期中平均株式数 43,075千株 43,082千株 43,079千株

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数 5千株 ― 2千株

(うちストックオプション) (5千株) ― (2千株)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――――― ――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

① 当中間会計期間末後、半期報告書提出日までに第59期の財政状態及び経営成績に重要な影響を与える事実は発

生していません。 

② 当中間会計期間中に営業その他に関し重要な訴訟事件等はありません。 

③ 平成18年11月15日開催の取締役会において、平成18年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記

録された株主又は登録質権者に対し、中間配当を次のとおり行う旨決議しました。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

  

 当社は、独立した経営責任のも

と、迅速かつ柔軟な経営判断を行う

ことにより、グループ全体の活性化

と競争力の強化を図ることを目的と

して、平成18年７月31日開催の当社

取締役会の決議に基づき、平成18年

10月２日付で、当社花巻工場(配電盤

関連事業)を東北日東工業株式会社に

承継させる会社分割を実施していま

す。 

(1) 会社分割の法的形式 

 当社を新設分割会社とし、東北

日東工業株式会社を新設分割設立

会社とする新設分割であり、新設

分割設立会社が発行する株式(普通

株式1,000株)は全て当社に割り当

てています。 

(2) 実施した会計処理 

 ① 移転損益を認識していませ

ん。 

 ② 受取対価の種類 

   株式(普通株式) 

 ③ 移転した事業に係る資産及び

負債の帳簿価額 

(単位：百万円)

 なお、新設分割会社から新設分割

設立会社に承継する負債はありませ

ん。 

流動資産 657 純資産 836

固定資産 179

合計 836 合計 836

――――― 

  

中間配当金総額 732百万円

１株当たりの中間配当金 17円

支払請求権の効力発生日 
及び支払開始日 

平成18年11月30日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

  

  

  
  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 
  

事業年度 
(第58期) 
  

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 
  

  
平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工
業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平
成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金
計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠して、日東工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な
情報を表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作 成 日   平成17年12月26日 

事務所所在地   名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称  栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

ます。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工
業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平
成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資
本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任
は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠して、日東工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な
情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日付で、同社花巻工場(配電盤関連事業)を、東北日
東工業株式会社に承継させる会社分割を実施している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作 成 日   平成18年12月22日 

事務所所在地   名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称  栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

ます。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日東工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

作 成 日   平成17年12月26日 

事務所所在地   名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称  栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

ます。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日東工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日付で、同社花巻工場(配電盤関連事業)を、東北日

東工業株式会社に承継させる会社分割を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

作 成 日   平成18年12月22日 

事務所所在地   名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称  栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

ます。 
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